
ユニバーサルサービス制度における番号単価の算定について

令和３年９月１４日

一般社団法人 電気通信事業者協会

支援業務室



１．令和２年度におけるＮＴＴ東日本・西日本のユニバーサルサービス収支表（基礎的電気通信役務収支表）について

○令和２年度ユニバーサルサービス収支表（単位：百万円）

・令和２年度におけるＮＴＴ東日本・西日本のユニバーサルサービス収支の状況は、ＮＴＴ東日本で▲２３０億円、

ＮＴＴ西日本で▲３１７億円の赤字（東西計で▲５４６億円）となっている。

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

加入電話

基本料

緊急通報

第一種公衆電話

市内通信

離島特例通信

緊急通報

合計

155,550

155,550

330

0

331

155,882

176,533

176,387

2,317

1

2,322

178,855

145

3

▲20,982

▲145

▲20,836

▲1,986

▲1

▲3

▲1,991

▲22,973

155,293

155,293

182

0

183

155,477

185,606

185,518

1,517

2

1,522

187,128

87

2

▲30,312

▲87

▲30,224

▲1,334

▲2

▲2

▲1,339

▲31,651

（参考）前年度

増 減

167,199 191,149 ▲23,950

▲11,317 ▲12,293 ＋976

168,023 201,322 ▲33,299

▲12,546 ▲14,193

営業収益 営業費用 営業損益 営業収益 営業費用 営業損益

１

＋1,647



２．ユニバーサルサービスに係る原価・収益に基づく補てん対象額の算定について

・ＬＲＩＣモデルに従って算定されたユニバーサルサービスに係る原価・収益に基づき、補てん対象額を算定。

ＮＴＴ東日本 ▲1,573

原価（報酬を含む）
収益

管理部門 利用部門 計

463 3,126

赤字

1,547 2,633 ▲1,554468 3,101

①加入電話・基本料

（提供エリア全体の収益・原価〔億円〕）

加入電話回線数※

（万回線）

2,109

2,289ＮＴＴ西日本

（参考）

（補てん対象の高コストエリアの原価〔百万円〕）

「全国平均費用＋標準偏差の２倍」(基準単価)をベンチマークとし、これを超える部分を補てん対象額とする。＜ベンチマーク方式＞
（算定に当ってはＩＰ電話への移行回線数を現に加入電話の提供の用に供しているものとみなして計算※）

＜補てん対象額の算定方法＞

4,398合 計 3,101 5,297 ▲3,127931 6,228

１
回
線
当
り
コ
ス
ト
水
準

（加入数分布）
高コスト
地域

低コスト
地域 補てん対象地域

基金の補てん対象

全国平均コスト
＋２σ超部分

全国平均単価（1,180円）

収容局別費用

全国平均コスト＋２σ
（基準単価）
（1,528円）

（参考）加入電話基本料の補てん対象額算定の仕組み

3,338 5,537 ▲3,2121,014 6,550（参考）前年度

増 減 ▲237 ▲240 ＋85▲83 ▲323

ＮＴＴ東日本 31,506

（算定対象原価）

ＮＴＴ西日本

①補てん対象地域

の実績原価

（基準原価）

②対象回線数に

基準単価を乗じた額

④基準原価を

上回る額

（=①-②+③）
加入電話回線数

（万回線）

（参考）

33,415 1,867

補てん対象額

6,697 6,083 887

38,203 39,499 2,754合 計

２

③基準単価を

下回る額

3,777

273

4,050

4,458

▲60

182.3

33.2

<4.1％>

<0.8％>

215.5
<4.9％>

高コストから順に

4.9％を抽出

2,6631,553



28.8

ＮＴＴ東日本 ▲263

収益

管理部門 利用部門 計

赤字

▲140

（提供エリア全体の収益・原価〔百万円〕）

加入電話回線数

（万回線）

ＮＴＴ西日本

（参考）原価（報酬を含む）

３

▲403合 計

（参考）前年度

増 減 ＋48 ▲48▲0 ＋48

（補てん対象の高コスト4.9％エリアの原価〔百万円〕）

補てん対象額

ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ西日本

補てん対象地域

に相当する原価
加入電話回線数

（万回線）

（参考）

<2.0％>

<2.9％>

合 計
<4.9％>

▲355

▲113

基本料の高コスト上位4.9％（東西計）の加入者回線数に対応した原価

＜補てん対象額の算定方法＞②加入電話・緊急通報

（参考）前年度

増 減 ＋7 ▲5.5

262

140

402

1

0

1

253

140

403

354 1 355

725

734

1,459

1,572

29

19

48

41

42.7

71.5

77.0



「原価－収益」の収支差額

＜補てん対象額の算定方法＞

「原価－収益」の収支差額

＜補てん対象額の算定方法＞③第一種公衆電話(市内通信)

（提供エリア全体の収益・原価〔百万円〕）

④第一種公衆電話(離島特例通信)

（提供エリア全体の収益・原価〔百万円〕）

補てん対象額

ＮＴＴ東日本

収益
管理部門 利用部門 計

原価－収益

（＝赤字額）
第一種公衆電話
台数（台）

ＮＴＴ西日本

（参考）原価（報酬を含む）

４

合 計

（参考）前年度

増 減 ▲168 ＋11 ＋181＋2 ＋13

8

補てん対象額

ＮＴＴ東日本

収益
管理部門 利用部門 計

原価－収益

（＝赤字額）
第一種公衆電話
台数（台）

ＮＴＴ西日本

（参考）原価（報酬を含む）

合 計

（参考）前年度

増 減 ▲3 ▲3 ▲0▲0 ▲3

4,390

183

513

331

2,027

2,363 77

19

95

2,439

2,046

4,485

0

0

1

2

4

5

0

0

0

2

4

6

2

3

5

2,109

1,863

3,972

682 4,379 93 4,472 3,791

4 9 0 9 5

57,983

50,672

108,655

11,011

2,599

13,610



「原価－収益」の収支差額

＜補てん対象額の算定方法＞⑤第一種公衆電話・緊急通報

（提供エリア全体の収益・原価〔百万円〕）

8

補てん対象額

ＮＴＴ東日本

収益
管理部門 利用部門 計

原価－収益

（＝赤字額）
第一種公衆電話
台数（台）

ＮＴＴ西日本

（参考）原価（報酬を含む）

合 計

（参考）前年度

増 減 ＋1 ＋1▲0 ＋1

５

2

1

3

0

0

0

2

1

3

2 0 2

1

3

2

2

57,983

50,672

108,655



○補てん対象額

（合算）
番号単価

○番号単価

○支援業務費 （令和３年予算額：予算額 53百万円 － 前期繰越額 13百万円）

令和4年1月～12月までの予測算定対象電気通信番号の総数の合計(2,978百万番号)

補てん対象額（6,781百万円）＋支援業務費（40百万円）－予測前年度過不足額(1,528百万円)

（合算）番号単価

＝1.777488048円／月・番号

6

（注）・東西合算の番号単価は整数未満を四捨五入

・東西別の番号単価は、合算単価を東西の

補てん対象額の割合で案分

ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ西日本

合 計

1,867百万円

887百万円

2,754百万円

第一種公衆電話加入電話

基本料 緊急通報 市内通信

29百万円

19百万円

48百万円

2,109百万円

1,863百万円

3,972百万円

離島特例通信

2百万円

3百万円

5百万円

緊急通報

2百万円

1百万円

3百万円

4,008百万円

2,773百万円

6,781百万円

（令和２年予算額：44百万円）

東西計

（参考）前年度

増 減

2,822百万円 3,791百万円 5百万円 2百万円 6,662百万円41百万円

▲68百万円 ＋181百万円 ▲0百万円 ＋1百万円 ＋120百万円＋7百万円

３．補てん対象額と番号単価

・補てん対象額に支援業務費を加算し予測前年度過不足額を減算した額を、１月～１２月の予測番号総数で

除すことにより、各事業者が負担する（合算）番号単価を算定。

○予測前年度過不足額

＝

40百万円

1,528百万円

２円／月・番号
うち、東日本分：1.18215946円

西日本分：0.81784054円

＜前年度（７月～１２月）＞
３円／番号・月
ＮＴＴ東日本分：1.77114585円
ＮＴＴ西日本分：1.22885415円
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